別紙「参考様式　誓約書」

（団体への補助事業として区市町村が事業を実施する場合の例）
誓約書
　○○区市町村長　殿
　令和７年度東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金（以下「交付金」という。）を活用した○○事業（区市町村事業名）を行うに当たり、当団体が下記項目に該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことをここに誓約いたします。
　
・政治活動を主たる目的としている　
　
・暴力団又は暴力団員の統制の下にある
　
・利用者の経済状況等を踏まえず、不当に高額な利用料等を徴収している

・利用者に対して、政治的又は宗教的な活動の強制やその勧誘を行っている

・利用者に対して、労働の強制や本人の意に反する労働のあっせんを行っている
・内閣府、都又は○○区市町村による調査及びフォローアップ等に協力しない
　
また、この誓約に違反又は相違があり、○○事業交付金（区市町村交付金名）の交付の決定の取消しを受けた場合において、要綱に基づく○○事業交付金（区市町村交付金名）の返還を命じられたときは、これに異議なく応じることを誓約いたします。
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